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１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満切捨て表示。

　　　　売    上    高 　   　 営　業　利　益 　　 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 9,281 (△ 23.9) △ 29 ― 33 (△ 94.5)
16年 9月中間期 12,199 (19.3) 583 (805.8) 615 (542.8)
17年 3月期 26,276 1,173 1,234

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

         ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　  　銭 円  　　銭

17年 9月中間期 120 (△ 72.3) 3.94 ―
16年 9月中間期 435 (104.7) 14.12 ―
17年 3月期 312 9.34 ―
(注)①持分法投資損益         17年 9月中間期        ― 百万円   16年 9月中間期        ― 百万円   17年 3月期         ― 百万円

     ②期中平均株式数         17年 9月中間期  30,676,823株      16年 9月中間期  30,833,896株     17年 3月期  30,832,686株

     ③会計処理の方法の変更　　   無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　  銭 円　銭

17年 9月中間期 0.00 －
16年 9月中間期 0.00 －
17年 3月期 － 25.00

(3)財政状態

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 32,820 24,714 75.3 808.47
16年 9月中間期 35,646 25,750 72.2 835.17
17年 3月期 36,610 25,808 70.5 836.31
(注)①期末発行済株式数    17年 9月中間期 　　30,568,928株   16年 9月中間期 　 30,832,462株   17年 3月期　  30,830,320株

     ②期末自己株式数   　  17年 9月中間期          277,472株 　16年 9月中間期          13,938株   17年 3月期　        16,080株

(4)キャッシュ･フローの状況

　　　営業活動による 　　 　投資活動による 　　　 財務活動による 　    現金及び現金同等物

　　 キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　   期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

17年 9月中間期 582 △ 544 △ 928 8,181
16年 9月中間期 534 △ 412 △ 772 10,060
17年 3月期 219 △ 1,085 △ 773 9,071

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 　　　　売    上    高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益 　 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 21,000 850 400 20.00～25.00 20.00～25.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             13 円  09 銭

※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。

 実際の業績は、今後さまざまな要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。


